
 

平成１　１年４月１日～平成１　２年３月３１日



　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげ

ます。

　平素は格別のご支援を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第５４期（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１

日まで）の営業の概況等につきましてご報告申しあげます。

営業の概況

全般的概況

　当期のわが国の経済は、政府の景気浮揚政策もあり長期の

不況からは何とか脱し、本格的回復に向けた動きとは言えな

いまでも、景気は改善の方向にあり、明るい兆しが出始めて

おります。

　このような一般景況のなかで、当社の関連市場である金融

業界につきましては、大手銀行を中心とした合併・統合等、

徹底した構造改革が強力におし進められているため、合理化

投資に対する需要は堅調に推移したものの、全般的には厳し

い環境でありました。また、流通業界につきましては、警備

保障会社向けの需要はあったもののスーパー・百貨店等の企

業収益が伸び悩み、設備投資意欲に進展が見られず、低迷い

たしました。一方、自動販売機、自動サービス機器の市場に

つきましては、市場成熟化が進む環境のなか、たばこ販売機

が前期と一転して需要減にみまわれるなど、厳しい環境であ

りましたが、低迷を続けていた遊技業界におきましてはカー

ド化等の進展で、明るさが見え始め順調に推移してまいりま

した。
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　このような環境下にあって当社は、各市場におけるきめ細

かなニーズに迅速に対応すべく新技術の研究と新製品開発を

積極的に推進するとともに、開発・設計業務や生産の合理化・

効率化に取り組んでまいりました。この結果、当期の売上高

は６５５億４千５百万円（前期比１．８％減）となりました。この

うち、国内の売上高は５９０億３千６百万円（前期比４．８％減）、

輸出の売上高は６５億８百万円（前期比３８．３％増）となりまし

た。利益につきましては、コストダウン活動や一般経費の節

減など全社を挙げて経営体質の改善に傾注した結果、経常利

益は３８億８千万円（前期比４．６％増）となりました。当期利益

につきましては、適格退職年金の過去勤務債務未償却部分及

び退職一時金の要支給額引当金不足分１４億８千７百万円を特

別損失に計上したため、９億６千２百万円（前期比４３．６％減）

となりました。

　また、利益配当金につきましては、昨年１２月に１株につき

８円の中間配当を実施いたしましたが、期末の利益配当金は

１株につき８円（年間は中間配当を含め１６円）とさせていた

だきました。

部門別概況

　売上高を部門別にみますと次のとおりであります。

�貨幣処理機部門

　当部門は、国内につきましては、偽造硬貨識別対策の機能

を有する硬貨包装機やオープン出納システムの構成機器であ

る紙幣整理機等は、合理化に対する根強い需要により売上は

順調であり、更に、警備保障会社向けの機器である売上金入

金機の需要も総じて堅調でありましたが、流通業界向けの機

器である小型入金機等の機器は、設備投資の抑制で減少いた

しました。輸出につきましては、アジア、中南米向けの紙幣計

算機の販売は減少いたしましたが、米国、欧州向けの硬貨包

装機や入金機は順調に増加いたしました。この結果、当部門

の売上高は２１８億１千４百万円（前期比１．７増）となりました。
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�情報処理機及び貨幣端末機器部門
　当部門は、国内につきましては、ＯＥＭ製品の紙幣識別装置
は順調でありましたが、金融機関向けの窓口周辺機器である
循環式の紙幣入出金機やＡＴＭ（現金自動預け払い機）搭載の
硬貨入出金機の販売は、金融業界の厳しい経営環境を反映し、
大幅に減少いたしました。また、スーパー・小売店向けのレ
ジ釣銭機が、投資抑制もあり減少したことに加え、ガソリン
スタンド向けの小型現金管理機も減少いたしました。一方、
輸出につきましては、欧州向けの紙幣受入装置や米国向けの
紙幣放出装置が、自動化・機械化の進展により大幅に増加い
たしました。この結果、当部門の売上高は１７４億１千１百万円
（前期比４．１％減）となりました。

�自動販売機部門
　当部門は、遊技業界に明るさが見え始め需要が増えたこと
により、カード販売機や玉貸し機・メダル貸し機の販売は大
幅に増加いたしましたが、たばこ販売機につきましては、た
ばこメーカーの営業戦略による特需も一段落し、販売は大幅
に減少いたしました。この結果、当部門の売上高は１０２億５千
７百万円（前期比２４．５％減）となりました。

�自動サービス機器部門
　当部門は、金融機関や流通業界向けの多能式紙幣両替機の
販売につきましては、市場の成熟化に加え投資抑制もあって
減少いたしましたが、遊技業界の関連機器であるカード処理
機や景品管理ターミナル等の販売は大幅に増加いたしました。
この結果、当部門の売上高は７３億４千９百万円（前期比３５．１％
増）となりました。

�その他部門
　当部門は、主にサービス・修理用部品であり、販売は順調
でありました。この結果、当部門の売上高は８７億１千３百万
円（前期比７．５％増）となりました。

会社が対処すべき課題
　当社をとりまく環境につきましては、最大市場である金融
業界は、金融機関の店舗統廃合が本格化することが予想され
るだけに、厳しい展開が続くと思われます。当社といたしま
しては、これまで核事業としてまいりました貨幣処理システ
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ム事業の一層の競争力強化に加え、今後成長が期待される各
種帳票類の統合的処理システム事業（ドキュメントプロセッ
シング事業）等の拡大を図ることによって、お客様の新しい
価値創造に努めてまいりたいと考えております。また、流通
業界におきましては、デビットカードの更なる実用化等、新
たな市場の動きが出始めております。当社といたしましては、
これまでの貨幣処理技術に情報技術を融合させることによっ
て、これらの変化を的確にとらえ、事業拡大につなげてまい
りたいと考えております。
　次に、自動販売機市場ですが、たばこ販売機につきまして
は、市場は成熟期にあり、価格競争が一層厳しくなることが
想定されます。当社といたしましては、トップシェアの利点
を活かした新製品の投入により、より一層のシェアアップに
努める所存であります。
　一方、明るさが見え始めております遊技業界につきまして
は、カード化対応への投資及び顧客管理システムへの投資が
一層顕在化し始めております。このような中で市場ニーズを
的確にとらえたシステム提案を行っていくと同時にグループ
総力の結集により市場での競争力を高めてまいりたいと考え
ております。また、新しく発行されます２０００円紙幣及び５００円
硬貨の改鋳につきましては、お客様の要望に対し万全を期し
て対応していく所存であります。また、これらの事業展開を支
える体制として、グローリー商事株式会社を完全子会社とい
たしました。これは、各事業の完結性を高め、事業展開のス
ピード向上を図ることを狙ったものであります。このように、
環境変化へのより迅速且つ的確な対応に努め、グループの利
益の向上を図り、株主の皆様の期待に応える所存であります。

グローリー商事株式会社完全子会社化について
　当社は、経営基盤の強化と持続的な事業の発展並びに収益
力の向上を図るためには、企画、開発から販売、サービスま
で一貫した競争戦略を展開していくとともに、迅速な意思決
定と経営資源の最適配分を図っていくことが必要と考え、「株
式交換制度」により、平成１２年３月１日をもってグローリー
商事株式会社を完全子会社にいたしました。

　株主の皆様には、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜
りますようお願い申しあげます。

平成１２年６月
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貸借対照表
（平成１２年３月３１日現在）

金額　百万円科　　　　　目

［資　産　の　部］

５９，２７３流 動 資 産

２１，７０５
７２

２１，９２７
９５８
１

５，８５８
９

１，９３６
５，８９３
５
４１
４１２
５５６

△　１０５

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
自 己 株 式
製 品
材 料
部 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

４０，３２１固 定 資 産

２１，４４８有 形 固 定 資 産

８，１４３
３９３
１，５６１
３９

３，０９４
８，１７７
３７

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 及 び 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

１，８１４無 形 固 定 資 産

１，７８７
２６

ソ フ ト ウ ェ ア
その他無形固定資産

１７，０５９投 資 等

５，４４３
８，７２３
６３
１２４
１０４
１，０５４
１，５４５
△　　０

投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
子 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金

９９，５９５資 産 合 計

（注）　１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．子会社に対する短期金銭債権　１７，２４７百万円　　　長期金銭債権　　　１１０百万円
　　　　　　　　　　　短期金銭債務　　１，６０８百万円
　　　３．有形固定資産の減価償却累計額　３０，５８７百万円
　　　４．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周辺機器の主要部分に

ついてはリース契約により使用しております。
　　　５．重要な外貨建資産　子会社株式　　　３９８百万円（１，３４０千米ドル他）
　　　６．保　　　証　　　債　　　務　　　額　　　１４７百万円
　　　７．１ 株 当 た り の 当 期 利 益　　　　２７円４９銭

金額　百万円科　　　　　目

［負　債　の　部］

２０，７２６流 動 負 債

３，５８６
５，６７９
６，２４０
１，７３８
１，１９６
３７８
４２

１，３５５
５０４
４

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
預 り 金
賞 与 引 当 金
設 備 支 払 手 形
そ の 他 流 動 負 債

２，８１８固 定 負 債

２，０７８
７４０

退 職 給 与 引 当 金
役 員 退 職 引 当 金

２３，５４４負 債 合 計

［資　本　の　部］

１２，８９２資 本 金

１２，８９２資 本 金

２２，３０４法 定 準 備 金

１９，１１９
３，１８４

資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

４０，８５３剰 余 金

３，０００　
２，０００　
３２，８００　
３，０５３　
（　９６２）

配 当 準 備 積 立 金
試 験 研 究 基 金
別 途 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益
（うち当期利益）

７６，０５０資 本 合 計

９９，５９５負債及び資本合計
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損益計算書
（自　平成１１年４月１日　至　平成１２年３月３１日）

金　　　　額　百万円科　　　　　　　　　　目

６５，５４５営 業 収 益
営
業
損
益
の
部

経　
　

常　
　

損　
　

益　
　

の　
　

部

６５，５４５売 上 高

６１，３７４営 業 費 用

５４，６５０
６，７２４

売 上 原 価
販売費及び一般管理費

４，１７０営 業 利 益

９５１営 業 外 収 益
営

業

外

損

益

の

部

６９
１３８
１４４
５９９

受 取 利 息
受 取 配 当 金
有 価 証 券 評 価 益
雑 収 入

１，２４１営 業 外 費 用

７３
２６６
９００

支 払 利 息
社 債 利 息
雑 損 失

３，８８０経 常 利 益

６０特 別 利 益
特

別

損

益

の

部

１２
２７
２０

固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
子 会 社 株 式 売 却 益

２，１８５特 別 損 失

１１０
５８６

１，４８７

固 定 資 産 処 分 損
過 年 度 研 究 開 発 費
過年度退職給与引当金繰入額

１，７５６税 引 前 当 期 利 益

１，６００法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税

△　８０６法 人 税 等 調 整 額

７９３計

９６２当 期 利 益

１，７０８前 期 繰 越 利 益

６６１過 年 度 税 効 果 調 整 額

２７７中 間 配 当 額

３，０５３当 期 未 処 分 利 益

（注）　１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．子会社との取引高　売　　　　上　　　　高　　５４，６３９百万円
　　　　　　　　　　　　　仕　　　　入　　　　高　　１４，９４５百万円
　　　　　　　　　　　　　営業取引以外の取引高　　　１，２５１百万円
　　　３．過年度研究開発費は、前期末に棚卸資産に計上していた試作に係る研究開発費を損

失処理したものであります。
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利益処分

金　　　　額　　　　円摘　　　　　　　　　　要

３，０５３，５２６，８９３当 期 未 処 分 利 益

●
●
●

３８，６１５，４５０利 益 準 備 金

３０２，５５４，７４４利 益 配 当 金
（１ 株 に つ き ８ 円）

６９，８００，０００役 員 賞 与 金
（監査役分７，２００，０００円を含む）

３２，４８０，０００特 別 償 却 準 備 金

６００，０００，０００別 途 積 立 金

２，０１０，０７６，６９９次 期 繰 越 利 益

これを次のとおり処分いたします。

（注）　１．平成１１年１２月１０日に２７７，８４６，９７６円（１株につき８円）の中間配当を実施いたしまし
た。

　　　２．特別償却準備金の積立は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。
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TOPICS

原点とすべきは、顧客の、そして働く人の満足。
よりいっそう快適で機能的、エネルギッシュなバンクビジネスの実現へ。
グローリーは、バンクビジネスの様々なシーンで活躍する製品を幅広く
ラインアップ。
業務の自動化、業務フローの効率化に向けた取組みを強力に支援します。

■多能式紙幣両替機〈ＥＮ‐１００〉

　例えば多能式紙幣両替機〈ＥＮ－１００〉では、出金紙幣カセットの増

設等により、新２０００円紙幣、新５００円硬貨にも対応可能です。さら

に新券両替用、出金量の多い紙幣の収容量アップ用などと、運用

に合わせて使い勝手をカスタマイズできる次世代両替機です。

　また、硬貨自動包装機〈ＷＭ‐３０１／３００シリーズ〉では、高精度な

識別能力を証明しております。《高精度画像センサーシステム》を

搭載し、偽造・変造硬貨の混入を厳しくチェック、さらに《両面汚

損貨検知システム》により、硬貨両面の汚損状態を認識し、より厳

正な識別を可能にしました。

　このように、グローリーの識別精度は進化を続けております。

満足の深化へ、　システムの進化で。
新2000円紙幣、　新500円硬貨、　外国貨混入にも
最新システムで対応。



１１

　情報化が進む現代の中にあって、口座振替、窓口での印鑑照合、手形

処理に至るまで、その作業のほとんどが手作業だった印鑑照合。印鑑を

抜きにしては語れない日本の金融業界に、〈印鑑照会トータルシステム〉

は新風を吹き込みました。

　これまで手作業で処理していた各種伝票、帳票、証書などの帳票類を

スキャナで読み込み文字認識し、センターサーバに蓄積。サーバと営業

店との間にネットワークシステムを形成することにより、各業務ステージ

での効率的かつ迅速な印鑑照合と、営業店ごとの印鑑票管理業務と保管

スペースの削減を実現しました。

手形の口座番号をＯＣＲで自動認識。印鑑サーバの登録印とＤＰステーショ

ンのスキャンイメージを自動的に照合、印鑑照合業務の大幅な短縮がは

かれます。

印鑑照合支援システム

営業店での印鑑照合は？
　これまで口座を開設した店舗でしかできなかった届出印の照合を、店

舗を問わず可能にしました。窓口の「印鑑照会検索端末機」で瞬時に印鑑

データベースにアクセスし、ディスプレイに表示された印影などのデータ

と、伝票に押印された印影・署名などを目視で照合できます。従来１件

あたり９０秒かかっていた検索時間がわずか２秒以下に短縮されました。

■照合画面例

■ＤＰステーション〈ＦＵ‐１００〉

印鑑照会トータルシステム
センターサーバで集中管理

移行
登録

口座
新規登録

営業店
印鑑照会
システム

手形処理
システム

口座振替
システム

照会検索

照会

検索

検索

照会

印鑑照会
センターサーバ



１２

■自動決済端末機〈ＳＡＴ‐１０〉

　「小口現金精算システム」は、社内に

設置した複数の自動決済端末機〈ＳＡＴ‐

１０〉を、経理出納部門に設置した決済

端末サーバで集中的に管理、小口精算

にともなう経理と各社員との間の現金

受け渡しを自動化したものです。経理

出納部門の業務負担を軽減し、社員の方には『社員証　＋ 暗証番号

入力』で使用者を照合後出金というＡＴＭ感覚でお使いいただけま

す。

『社員食堂向けオートレジシステム』
昼食時の食堂の混雑を解消

　「オートレジシステム」は、

カフェテリアタイプ食堂向け

のオートＰＯＳシステム。食

器の底に貼り付けたＩＣタグ

データにより、料理を載せ

たトレーをレジに置くだけ

で瞬時に合計金額を計算、

金額やカロリーなどを画面

に表示し、利用者は社員証

などのＩＣカードにより決済

を瞬時に完了できます。

　また導入側は、レジの無人化による人件費の削減、メニュー管理

による効率的な人材配置や食材の仕入につなげることが可能です。

　「オートレジシステム」が、昼食時に集中する食堂利用者に新し

いスタイルやリズムを生み出します。

『小口現金精算システム』
社内の現金の受渡しを自動化



１３

ゼンリンと共同開発『処方箋自動受付機』
　医薬分業が進む現在、患

者は医師の診察後に処方箋

を受取り、その処方箋に基

づき希望する保険薬局で調

剤することが多くなってい

ます。

　当社は永年培ってきた通

貨処理技術を応用して、サ

イズや厚みが統一されてい

ない処方箋を高速で読み取

る、処方箋自動受付機〈ＦＨ

Ｓ‐１０〉を開発いたしました。

　本機は病院内に設置。診

察後、患者がカラーディス

プレイ上の住宅地図で、自

宅や職場周辺など受け取り

を希望する“かかりつけ薬

局”とその日時等を指定、

処方箋が薬局に自動ＦＡＸ送信されます。患者は指定薬局に薬を

受け取りに行くだけ。院外処方箋薬局案内窓口や薬の受け渡しで

長時間待つことがありません。

　今後は、先に開発している病院向け精算システム〈ＦＫ‐１００／２００〉

と併せて、病院関連市場にも積極的に進出してまいります。

■処方箋自動受付機〈FHS‐１０〉

■受付手順イラストガイダンス例



　平成１２年４月に、「障害者の雇用の促進等に関する法

律」に基づく特例子会社として設立されたグローリーフ

レンドリー株式会社は、当社の清掃業務や社内メール便

の仕分・配布、メンテナンスなどを中心に行っています。

現在、従業員は１６名で、そのうち障害を持つ人は５名。そ

れぞれの持つ能力に合わせて、仕事に取り組んでいます。

　「ハンディキャップはあるけれど、それを乗り越えよ

う。」そういう前向きな姿勢で、作業指導者のもと、日々

仕事をこなしています。

　ゴミの分別についてのビラを貼り出すなどの小さな工

夫も積み重ね、当社の社内での評判も上々です。

　グローリーは、すべての人にやさしい社会が実現する

ように、これからも障害をもつ人たちとの共生を目指し

てまいります。

１４

GROUP

すべての人にやさしい社会を
人はみんな、社会の一員。
すべての人がともに生き、
生きがいを感じられる社会を実現する取組みのひとつとして、
子会社を設立いたしました。

■休憩時間に談笑。

■テキパキと仕事をこなします。



■事　業　所
　
　　■本　　　社

　　　　　　　　　　〒６７０‐８５６７

　　　　　　　　　　兵庫県姫路市下手野一丁目３番１号

　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０７９２）　９７‐３１３１　（代表）

　　　　　　　　　　ＦＡＸ　（０７９２）　９４‐６２３３

　　■東　京　本　部

　　　　　　　　　　〒１４１‐８５８１

　　　　　　　　　　東京都品川区大崎五丁目４番６号

　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０３）　３４９５‐６３０１　（代表）

　　■埼　玉　工　場

　　　　　　　　　　〒３４７‐０００４

　　　　　　　　　　埼玉県加須市古川二丁目４番地１

　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０４８０）　６８‐４６６１　（代表）

　

■従業員の状況

　　従 業 員 数　　男　性　　１，４２７名

　　　　　　　　　　女　性　　　３２４名

　　　　　　　　　　合　計　　１，７５１名

１５

会　社　の　概　要
平成１２年３月３１日現在

商　　　号　　　

ＧＬＯＲＹ　ＬＴＤ．

設　　　立　　　　　　昭和１９年１１月２７日

資　本　金　　　　　　１２，８９２，９４７，６００円



■役　　　員
　
　　＊ 取　締　役　会　長　　　松　　下　　寛　　治　　
　　＊ 取　締　役　社　長　　　尾　　上　　壽　　男　　

　　取締役副社長　　　川　　内　　浚　　補　　

　　専　務　取　締　役　　　石　　田　　學　　人　　

　　専　務　取　締　役　　　西　　野　　秀　　人　　

　　常　務　取　締　役　　　尾　　上　　勝　　彦　　

　　常　務　取　締　役　　　村　　上　　雅　　俊　　

　　常　務　取　締　役　　　大　　上　　邦　　弘　　

　　取　　締　　役　　　有　　吉　　　　　透　　

　　取　　締　　役　　　牛　　尾　　允　　俊　　

　　取　　締　　役　　　浦　　川　　輝　　三　　

　　取　　締　　役　　　松　　岡　　則　　重　　

　　取　　締　　役　　　松　　下　　秀　　明　　

　　取　　締　　役　　　橋　　本　　浩　　一　　

　　取　　締　　役　　　龍　　田　　信　　也　　

　　常　勤　監　査　役　　　八　　幡　　尚　　弘　　

　　常　勤　監　査　役　　　上　　羽　　昭　　夫　　

　　監　　査　　役　　　池　　内　　久　　和　　

　　監　　査　　役　　　安　　平　　和　　彦　　

１６

１．　＊ 印は、代表取締役であります。

２．監査役池内久和、安平和彦の両名は、株式会社の

監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第

１項に定める社外監査役であります。



会社が発行する株式の総数　　　　　　　　　１３０，０００，０００株

発 行 済 株 式 の 総 数　　　　　　　　　３７，８２０，２０５株

株　　　　　主　　　　　数　　　　　　　　　　　　３，７３２名
（前期末比１，３０２名増）

大　　　　　株　　　　　主

株式所有者別分布状況

１７

株　式　の　状　況
平成１２年３月３１日現在

持株比率
（％）

持株数
（千株）株　　　主　　　名

５．５２，０９４日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

５．２１，９６９龍 田 紡 績 株 式 会 社

４．３１，６４１株 式 会 社 さ く ら 銀 行

２．９１，１００有限会社オノエインターナショナル

２．８１，０４４グローリーグループ社員持株会

２．６１，０００有 限 会 社 ウ イ ニ ン グ

２．４９０４株 式 会 社 住 友 銀 行

２．４９０４株 式 会 社 三 和 銀 行

２．３８５８第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 

２．１８０７株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行

その他国内 
法人 
14.0％ 

外国人など 
13.1％ 

証券会社 
0.6％ 

政府及び 
地方公共団体 
0.2％ 

金融機関 
37.2％ 

個人・その他 
34.9％ 



　スマートでスッキリ収まる
　奥行きわずか３３３ミリの薄型ボディ。
　しかも多銘柄販売＆豊富な収容量を実現。
　グローリーの薄型たばこ販売機シリーズ新登場。
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この報告書は再生紙を使用しております

株主メモ

　■決算日　　　　　　　３月３１日
　■定時株主総会　　　　６月中
　■１単位の株式の数　　１，０００株
　■公告掲載新聞　　　　日本経済新聞
　■名義書換代理人　　　株式会社だいこう証券ビジネス
　■同事務取扱場所　　　〒５４１‐８５８３
　　　　　　　　　　　　大阪市中央区北浜二丁目４番６号
　　　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス
　　　　　　　　　　　　本社証券代行部
　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ（０６）６２０３‐１７５１（代表）
　■同取次所　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス
　　　　　　　　　　　　全国各支社
　■単位未満株式の買取請求
　　単位未満株式（１，０００株未満の株式）の買取請求は、名義書換
代理人にてお取り扱いしております。

　　株券の保管振替制度を利用して預託された単位未満株式の買
取請求は、預託窓口の証券会社を通じてお申し出下さい。


